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論 文 内 容 の 要 旨

1.本 研究 の課題 と問題意識

本論文 の研究課題 は、著者 が これ まで取 り組んで きた外国人労働者研究、 とりわ け日系人労働者 の存

在形態 を、地方労働市場分析 とエスニシティ研究 を通 して明 らかにす ることで ある。

論点 は二っ。一っ は、 日系 ブラジル人 を中心 とす る日系人労働者 の存在 は、 日本の労働 市場 のなかで

どの ように位置づ け られてい るのか とい うこと。二つ は、彼 らが もつエ スニ シティは、その位置 づけに

対 していか な る意味 を与え られているのか とい うこ と、 この2点 である。

日本 の外国人労働者研 究は 「不幸 な股裂 き状態」 にあ ると批判 されて いる。エスニシテ ィ研究者 は労

働 の現場 に興味 を持たず、労働研 究者 はエスニ ックな差異 に関心 を示 さない。 その結果、「労働現場 なき

外 国人研究」か、 さもなけれぼ 「エスニ ックな差異 を欠いた周辺労働研究」の両極 の論文 が発表 されて

い る(丹 野)、 と。 したがって、 こうした学的背景か ら、日本 の外 国人労働者研 究、と くに国内の地方労

働市場で働 く数多 くの 日系人労働者の様態 を、労働 市場分析 とエ スニ シティ研 究を統一 させ て解明 しよ

うとす る調査研究 は、 これ まで ほ とん ど試み られてお らず、十分 な累積 と展 開 をみていない。

本研究 はこの点 に着 目す る。 すなわ ち、 この ように分岐 した 「不幸な股裂 き状態」 にある外国人労働

者研究 を統合 して分析 しようとするものであ り、あわせて そのた めの理論研 究 と実証分析 を彫琢す るこ

とが、本研 究の問題 意識 となっている。以下 、主要 な命題 を3点 ほ ど指摘 したい。
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第1に 、従来 、 日系人労働者 を 「外国人労働者」の範疇で捉 えて きた研究ス タイルに対 し、そ うした

捉 え方で はな く、彼 らを 日本社会 にお ける外国人 と日本人のマージナルな 「社会的存在」 として捉 えな

おす こ との妥 当性 と根拠 を、入管 法改正 時の法 的解釈 に淵源 を求め論究 した。

第2に 、1990年 の入管法の改正 をは さんで、地方工業都市の労働 市場 には大量の 日系人労働者 の参入

をみ るが、 ここで緊要 なの は、地 方労働 市場 に占める彼 らの位置 と役割 の解明で ある。それには、地方

労働市場 への 「構造化」 と 「分断化」 とい う分析視角が重要な意義を もつ。論点 として、S.Sassenの 提

起す る 「ローカル労働市場(locallabormarket)」 とS.Castlesら の主張す る 「労働市場の分断化(labor

marketsegmentation)」 の概念 と方法論 を検討 し、日系人労働者 の労働市場分析への援用可能性 を討究

した。

ただ し、Sassenの 提起 するlocallabormarket概 念 による日本 の地方労働市場への援用 にっいては、

一定の留保が必要で あった
。すなわち、Sassenの 主張す る"local"と い う概念規 定に よって、地方労働

市場 に就労 する 日系人労働 者の存在形態 を捉 えよ うとす る とき、分析 ッール として適用 させ るには、少

なか らず位相 を異 に していたか らであ る。つ ま り、Sassenの い う"local"と は、 リージ ョンや コミュニ

テ ィか らな る 「活動空間」の ローカル性(local-ness)を 含意 してお り、 日系人労働者 の労働 市場 を検証

す るためには、「活動空間」たるロー カル性(local・ness)に 論拠 をお くよ りも、よ り具体性 のある 「ロー

カ リテ ィ(locality)」 としての 「地方」概念 を、分析用具 として用 いるこ との方が、実態 に即 した分析

がで きるもの と、著者 は認 識 したか らで あ る。
ちいさがた

その意味で、実証分析のために取 りあげた 「東海圏」や長野県上田市 ・小県の 「地方」工業都市の労

働市場を事例調査 として試みた際、「グローバル化 とパ ラドキシカルに立ちあらわれて くる 〈地方〉=

ローカリティ」を 「拠点性の形成 一テリトリー」として定立 し、「地方都市の、構造化 し、自己組織化す

る側面 とか個々の都市が 『全体』を規定する/規 定 しかえす様態」(吉原)と して射抜こうとした逆説的

視座に、むしろ実証研究のリアリティをみることができる、というのが著者の捉え方である。というの

は、圧倒的多数:の日系人労働者が就労する愛知県豊田市 ・豊橋市や静岡県浜松市などの 「東海圏」や長

野県上田市周辺地域の 「地方」労働市場は、まさにグローバルな日本の基軸企業たる自動車や電機産業

が集積 ・集中する 「場所(place)お よび地域(locale)」 として、 「全体」を規定する 「拠点性」を形成

しているか らにほかならない。

第3に 、以上の理論設定による実証分析は、こうした製造業の 「重層的下請構造」に包摂される日系

人労働者 と日本人労働者 との間の階層 と序列の 《構造》的な関係の解明に向けられる。そこでは、日系

人労働者 と日本人労働者 との関係を、それぞれ 「代替」/「 補完」機能の遂行 として捉え、長野県上田

市に所在する製造業をケーススタディとして、雇用機会をめぐる競合関係は相互にどのように作用する

のか、実態的に検証を試みた。

一般に、外国人労働者 と国内労働者の職域での相互関係は、両者が同じタイプの仕事を競い合う 「代

替」的な場合 と、両者が相互に 「補完」的な場合の2つ がシュ ミレー トされる。もし、両者の関係が

「代替」的で労働条件の悪い外国人労働者の供給が多 くなれぼ、受入国の労働者の雇用機会は外国人労

働者に取って替わられる。一方、両者の関係が良好で 「補完」的であれば、両者が ともに利益を享受す

る状況が生まれると仮定することも可能である。

この作業仮説を、上記の製造業の事例で検証したところ、正規雇用の日本人工員 と日系人労働者 とで

はおかれている職務上の地位 と役割の格差、そして 「分断化」は明確であった。つまり、業務請負業者

か ら非正規の 「間接雇用」要員 として投入された日系人労働者は、日本人本工労働者 とは 「補完」的機

能を担い、他方、これまで非正規に雇われてきた日本人の社外工や臨時工、出稼ぎ労働者 らの不安定就
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業層に対 しては、彼 らに取って替わって日系人労働者の 「代替」的機能の遂行を求められていたからで

ある。そのうえ、日系人労働者は採用期間の短縮化 と雇用の不安定化 を常に内包させなが ら、景気循環

のバッファとして活用される傾向を一段 と強化 させ られていた。すなわち、端的にいえば、日系人労働

者に求められる地位 と役割 というのは、 日本の製造業に特有の 「重層的下請構造」の再生産を底辺部分

で支えることであり、従来日本人不安定就労層が担ってきた機能を替わることにこそ、 日系人労働者の

存在意義があるといえる。以上が、「地方」工業都市の労働市場で展開される、日系人労働者のエスニシ

ティにまつわる労働慣行 と需給構造の実相であった。本論文は、冒頭に記したように、 日系ブラジル人

を中心 とした日系人労働者の存在形態について、労働市場分析 とエスニシティ研究を統合させた視座か

ら、構造的かつ実態的に考察を試みたものである。

2.本 研究の構成

本研究は、序章 ・本論III部8章 ・終章 として、以下のような論述構成をとっている。

序章 日系人労働者研究の実証課題 と分析視座

第1部 理論篇一労働市場分析 とエスニック ・マイノリティ研究一

第1章 日系人労働者の存在をどう把握するか一労働市場分析 とエスニシティ研究一

第2章 日系人労働者の労働市場分析

第3章 「エスニック ・マイノリティ」 としての外国人労働者一 日本社会再考一

第II部 実証篇一地方労働市場における日系人労働者の 「構造化」一

第4章 「東海圏」における地方労働市場の展開 と日系人労働者

第5章 日系人労働者の分断的労働市場 と就業構造一工業都市 ・浜松に就労する日系ブラジル人一

第m部 実証篇一日系人労働者の不安的雇用 と 「代替/補 完」関係一

第6章 景気低迷にみる地方工業都市の企業経営 と日系人労働者一長野県上田 ・小県地方に集積する

製造業の経営分析を通 して一

第7章 不況下における日系人労働者の雇用 ・労働 と生活の不安定一長野県上田市周辺地域に集住す

る日系ブラジル人の就労実態一

第8章 地方労働市場 における日系人労働者の存在 と役割一日系人労働者 と日本人労働者 との 「代替

/補 完」関係一

終章 日系人労働者分析から何が捉えられたか

3.各 章の内容

序章では、本研究に関連するこれまでの研究動向 と学的潮流 とを概括 し、もって本研究全体を貫 く理

論的な分析視座 と論証すべき実証課題を開示 した。

アカデミズムの分野では、1980年 代以降、年を追うごとに増え続ける外国人労働者の日本社会への増

加傾向を睨み、さまざまな研究分野か らこの問題 に迫る調査 ・研究が実施され、著者 ・論文 ・報告書等、

陸続 と刊行されてきた。アプローチする方法もそれぞれ専門分化するとともに、析出される内容 も多岐

にわたった。森廣正は文献総数397点 の日本語 《単行本》をあげ、日本の外国人労働者問題の学的潮流を

4期(1982年 か ら2001年)に 区分 し、時系列的に整理 している。同様に、中川功は1980～1990年 代に国

内で発表された日本語 《論文》、文献総数538篇 を拾い上げ、そのなかか ら外国人労働者の日本社会への

「受け入れ」問題に焦点を絞 り
、194の 論文を概括するなかで主要 となる論点を10点ほど抽出している。

そのなかで、本研究 との関連でいえば、重要な争点 となって くるのは 「(外国人労働者の)受 け入れに
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よって労働市場が二重構造化 され、分断化 され る と予測 され ていたが、それに関 する証明 は明示 されて

いなか った。…… その こ とを証 明す るこ とが課 題で あ る」 と指摘 され た問題 で ある。 そ して 「政府 は

『研修生受 け入れ』による非ローテーシ ョン方式 と、『日系人受 け入れ』による 『国民同質』r単 一民族 』

堅持 の方 向に舵 を とった」 とい う言説で ある。 この議論 とい うのは、外国人労働者 の流入お よび参入に

よって 「二重労働市場 」があ らたに創 り出 され る(別 言 すれ ば、労働市場 のなか に第二 のセ クターがあ

らたに生みだ され る)と い うもので はな く、既存 の二重労働市場の 「構造 」の もとに労働力不足が起 こ

り、 そ こに外国人労働者(本 研究で は日系人労働者)が 組 み込 まれ る とい う、本研究の理論的前提 と実

証分析が問われ る争点であ る。つ ま り、 それ まであった労働市場の二重構造 の もとに、 日本人労働 者の

追加的労働力が枯渇 す ることによって、 日系人 労働者が とって替わ って吸引 され るとい うこ と、その こ

とをいか に実態的に論証 しうるか とい う、本研 究の主題 にかかわ る(た だ し、 この議論 に関す る実証分

析 につ いて は、第II部 第4章 以降 に詳述す る)。

著者が こう論 ず るのは、かつて戸塚秀夫が 「外国人労働者 の流入が既成 の構造や関係 に どの ようなイ

ンパ ク トを与えてい るのか、 あるい は与えていないのか、 さ らには既成 の産業構造や職務構 造 自体 は今

日どの ように変化 しつ つあるのか」、 「労働 市場 の階層性が、単 に外国人の法 的地位如何 によるだ けでな

く、エスニ ック ・グループ如何 による複 雑な差 異を もつ多層構造 に発展 してい くか否か については、注

意 する必要があ ろう」 と述べ、桑原靖夫 も 「労働市場で働 く外国人労働者 の実態が 当該地域の産業 や労

働市場 との関連 で掘 り下 げられた ものはあ ま りない」 と批判 し、森 田桐郎 も同様 に 「日本の労働 市場 に

おける位 置付けを確定 するには、 まだ実証 的材料が十分で はない ように思 われる」 と指摘す るに とどま

り、 いずれの論者 も実証的 な検証作業や現実分析 をお こな うこ とによって、あき らか に して きたわ けで

はないか らであ る。 したがって、本章 では、 日系 ブラジル人 を中心 とした 日系人労働者の存在形 態につ

いて、労働市場分析 とエ スニ シテ ィ研究 の統一 的視座か ら、実証研 究を念頭 に構造的かっ実態的に考察

をすすめ ることを提示 した。

第1章 では、 日系人労働 者の存在 を どう把握 すべ きか、分 析の視 点 と方法論 を3点 にわたって持論 を

展開 した。第1点 は、 なぜ 日系人のみ就 労が合法化 され るに至 ったのか、入管法改正の意味 を探 った。

日本政府 が 日系人 に国 内での 「単純労働」 を認 めた こ とが、結果 的に圧倒 的多数の南米 日系人を地方工

業都市の労働市場へ参入せ しめ、 この人 たち固有 の労働 とエスニシテ ィをめ ぐる問題 を惹起 させ ること

になったか らで あ る。合法的就 労が可能 となった日系人 は、 日本人 に限 りな く近 い存在 となったがゆえ

に、逆 に労働市場で は日本 人の雇用 とは限 りな く異な る労働者 として扱 われ る とい う"ね じれた関係"

を引 き起 こす ことにな った。要 す るに、 日系人 の就労合法化 は、 「外国人労働者」一般 として括 れない、

日本 人 と外 国人 の中間 に位置す るマージナルな社会 的存在("翫 娩の勿")と して、彼 らの地位 と身分関

係 を曖昧 な もの に した といえ るか らである。斯 くして、 日系人労働者 を 「外国人労働者 」の範疇で捉 え

て きた、 これ までの研究方法上の問題点 につ いて疑義 を提起 した。

第2に 、代 表 的な 「労働現 場 な き外 国人研究」 の一人 と目 され る、広田康生 の研 究視角(越 境者 の

「生 き方」や アイデ ンテ ィテ ィ、 エスニ ック・コ ミュニテ ィの問題 に取 り組む こ とが、 「エスニシティ研

究」の真骨頂 があ ると主張)と 奥田道大 らのエスニシティ研究(「 アジア系外国人」 とい うカテゴ リーに

よる新宿 ・池袋の経年調査)を め ぐる概念 と方法論を取 りあげ、批判 と討究 をお こなった。彼 らのエス

ニシティにつ いての捉 え方や分析視角 による組み立てでは、「国際労働 力移動」の構造や要因 を、移動す

る個人 の主観や心理的動機 に還元 する、「個人主義的方法論」という陥穽にはま り、外 国人労働者が 日本

社会 に投 げか ける軋み を構造 的に捉 えるこ とがで きない として検討 を加 えた。

第3に 、労働市場か ら日系人を どう捉 えるか、 とい う問題 である。 その場合 、著者 は地方工業都市の
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労働市場 を分析基軸の中心に据 えているが、問題 は分析枠組 み として 「地方」概念 を どう考 えるか、で

あ る(既 述 したよ うに、「地域 」 とい う概念 よ りも、ローカル としての 「地方」 とい う用語で言 いあ らわ

した方 が より実態 に近い現実分析がで きる と想定)。 すなわち、 「地方」 の産業構造や企業立地 ・事業所

配置 と、 そ こに位置す る企業 が求 める外国人労働 力(あ るいは 日系人労働力)の 需給構造 の地域的偏在

が、彼 ら外 国人労働者(あ るい は日系人労働者)の 存在形態(言 い換 えれば 「社会層」)の 違 い となって

現出す る、 と捉 えて いるか らにほかな らない。 その こ とを明 らか にす るために、 グローバ ル とローカル

な空 間構造 の特質や場所 ・領域 の差異 を具体的 に分析す る必要が あ る、 とい うこ とを述 べた。 この こと

を検証 す るのが、本研究の主た る目的 の一っで ある。

第2章 で は、"ハ励肋勿π"と い う日本人 とは異質なエスニシテ ィを もつ 日系人労働者 を、労働市場分析

に よって考察す る意義を ここで述べた。

は じめに、法務省入国管理局 と1993年 以来厚生労働省 が実施 してい る 「外国人雇用状況報告」によ り、

労働市場 にお ける日系人労働者 の概要 を確認 した。

次 に、「二重労働市場」と外国人労働者 の関係 にっ いての どのよ うに捉え るべ きか、主 だった議論 を整

理 し、労働市場 をめ ぐる解釈 と評価 を論 じた。 日本 の代表 的な研究者た ち(例 えば、 手塚、宮 島、駒井

ら)は 、外国人労働 者の流入 を 「因」 と見な し、二重労働市場 の形成 を 「果」 と見 る見解 を表明 ・主張

した ものの、外国人労働者 の 日本社会への流入後 、事態の経過 を振 り返 ってみ る と、理論 的に も観察結

果 として も、 それを正 当化 するだ けの裏付 けや確 固た る論拠 を見 いだせてい るわけではない。

その意味で、中川 が主張 した 「もとも と二重化 されていた労働市場 にそれぞれのカテゴ リーに属す る

外国人労働者 が当て はめ られ る可能性」 を、実証 の場面で いか に論証 してい くかが、本研究 に課せ られ

た検討課題 で ある とい うことを議論 した。

次 いで、稲上 ・桑原 と下平 らの 「階層化す る外国人労働市場」 モデル を取 りあげ、 その分析 の一面性

を批判的 に検討 した。 この階層化 の試みのなかで、両者 とも最上位 に位置づ けられてい るのは 日系人労

働者だが、すで に存在 してい る日本人労働者 、 とりわ け不安定就労層 との問 にいかな る構造 的な関係 を

結ぶ のか にっ いて は、 どち らも論究が されていない。 この点を どう評価すべ きかを議論 した。

また、下平 の 「外 国人 と日本人 との就業分 野はかな りくいちが ってお り、両者 はそれぞれ別個の労働

市場 を形成 してい る」 とい う主張 について、著者 は 自動車部品 メーカーの労働現場か ら、 日系人労働者

が 日本人労働者 と混在 し就労 して いる実例 をあげ反証 を示 した。 いずれ にせ よ、 よ り詳細 な実態 に即 し

た実証 分析が必要 であ る ことを強調 した。 このほか 「景気 変動が 日系人 労働力 の需 給関係 に及 ぼす影

響」、 「労働市場 にお ける日系人労働者 と日本 人不安定雇用層」 につ いて所論 を検討 した。

第3章 で は、 日系人労働者 を含 む外国人労働者 を、 日本社会 における 「エスニ ック ・マイノ リティ」

として捉 え返 した とき、彼 らは国 内の労働 市場 において、 どのよ うな構 造的な位置や様態 におかれ るの

か。 また反対 に、既存 の構造 や関係 にいかな るイ ンパ ク トを与 え るのか。 「新 しい民族 的少数者集 団

(newethnicminorities)」 としての外国人労働者 を、「エスニシテ ィ」 とい う切 りロを導入す るこ とに

よって、 これ まで 日本社会が固有 にもっていた 自明の社会構造の矛盾 を、表 り出す ことに繋が ってい く

ものか どうか を検証 した。

外国人労働 者 とい うのは、国際移動す る 「労働力」 とい う特殊 な 「商品」であ る。 ただ し、彼 らは単

に 「労働力」 としてあ るばか りで な く、民族 として固有 の集団的属性や異質性(つ ま りエ スニ シテ ィ)

を もつ 「外 国人居住 者」(alien-residents)で もあ る。 ゆ えに 「エスニ ック ・マイ ノ リティ としての外

国人労働者」の存在 は、あ らゆる社会生活 にわた る、 自明 で疑 いのなか った従来 の体系全般 を改 めて問

い直 させ る、言い換 えれば 「国民国家」 とい う枠組 みや 「単一民族国家」意識 を相対化 させ る契機 と問
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題提起 を孕んでい る・ その意味で・戦後 の 「国民国家」制度 による在 日コリアンに対す る異質性 の処遇

が想起 され るが・戦前 ・戦後 を通 じ日本社会 に根づ き定着 ・定住 して きたOldComersと しての在 日韓

国 ・朝鮮人の歴史過程 を確認す るこ とをもって、外 国人労働者が 「エスニ ック ・マイ ノ リテ ィ」 として

どのよ うな存在 として受 け入れ られてい るのかを探 った。

なお、国内で の外国人労働者 の存在 に国民 の関心が向 き始 めた とき、取 り上 げ られ た批判の一つ に「日

本社会特殊論 」・「日本=異 質社会」論が表出 した。 いわ く、 日本人社 会 は同質 的で均質性が高 く、異質

な存在 を許 容 しうる社会的基盤が欧米諸 国に比べ格段 に劣 ってお り、閉鎖 的である とす る 「単一民族 国

家」観や 日本人 の社会意識 を取 り上 げた ものであ る。 な るほ ど、 日本 社会は欧米社会 にみ られ るような

「多民族 国家」・「多文化社会」 と比較 すれば、かな りの程度 同質性が強 く閉鎖性 を備 えて いるこ とは否

定 しがたい事実で あろ う。 しか し、近代 の 「国民国家」が形成 され る過程 で、その内部 にエ スニ ック ・

マイ ノ リテ ィが生 みだされ、外国人への差別 ・排斥が行われて きた こ とは、なに も特定の国家 にかかわ

らず共通 にみ られた普遍的現象で あった。

そこで、「日本社会特殊論 」・「日本=異 質社会」論 において、なに よ りも致命的な欠陥が あったのは、日

本社会 に居住 し、 同時代 を共有 して生 きて きた在 日韓国 ・朝鮮人や在 日中国人、 さ らには先住民族 とし

てのアイ ヌ人あ るいは沖縄人(琉 球人)の 存在 があ ること、 また この人たちの民族 として の属性や尊厳

を考慮 しない、 あるいは無視 した言説であ ることはあ らためて付言す るまで もない。問題 は、 む しろ日

本社会の特殊論や 日本人 同質論 を持ちだす こ とに よって、 エスニ ック ・マイ ノリティ としての外国人労

働者 に対す る偏見や差別、排除の構造 が隠蔽 され る陥穽 にある といわな ければな らない。

本 章では、 また 「就労場面 にお ける外国人労働者 の分断化 と自明性」の問いなお しとして、二重労働

市場の形成 に預 かるのは、外国人労働者 の流 入 とい う労働供給サイ ドにあ るとい うよ りはむ しろ、多 く

は労働力を求め る需要サ イ ドに依存す るこ とを論 じた。 さ らに、大方の論者 が取 りあげて きた外国人労

働者の 「定住化」必然論 に対 し、著者 が扱 った 日系人労働者 のケース に限定 され るが、彼 らは自由に入

国 と母国への帰郷(里 帰 り)が で きるこ とか ら 「反復 出稼 ぎ」 を繰 り返す、いわゆ る"リ ピーター"と

しての トランスナシ ョナル な 「還流 的性格」 を示 す 日系人が少 な くない こ と。それゆれ 「定住化」が決

定的な意味を もたない ことを提起 した(第8章 参照)。

第4章 では、次 の課題 を中心 に検 討 した。第1点 は、「東海 圏」の地方労働市場 の展 開 と、 日系人労働

者就労の実 態解明 である。第2点 は、地域 の産業構造や企業 の事業所 配置 とそれに ともな う日系人労働

力需給の地域 的偏在が、彼 ら 「外国人労働者 」の存在形態 に どの よ うな違い となって現れ るのか、 とい

うことを究明 した。

「東海圏」労働市場 は、 自動車 ・電機 な どを中核 とす る、大企業 とその傘下に彪大 な製造部門の下請関

連企業が重層的に集 中 ・集積す る、国内最大 の産業構造 を形成 して いる。 そして、1990年 代以降、 とく

にラテ ンアメ リカ地域か ら来 日 した 日系人労働者が、 この 「東海圏」域 に吸引 され、就労 する割合が飛

び抜 けて高い一大地方労働市場 となって いる。

本章 で は、 まず 「東海圏」 におけ る産業構造 と地方労働 市場 の特質 を傭 轍 した。次 いで、著者 らが

「東海圏」6地 域(愛 知県名古屋市 ・豊橋 市、静 岡県浜松市、岐阜県可児市 ・美濃加茂市 ・大垣市の東

海3県6市)に 調査地 を設定 してサーベイ した地域調査 を もとに、3県6市 に就労 す る日系人労働者の

実態 と特徴 を具体 的に論述 した。 その うえで、「東海圏」労働市場 に就 労す る日系人 労働者 の諸相 を類型

化 し、彼 らの一般 的特質 を検 出 した。

その特質 を要約 す ると、①就労先 は、圧倒 的に 「輸送用機械器具製造業」に集 中 し、職種 は 「生産工

程作業員」に特化 している こと。② 雇用形 態の基本 は 「時間給」 によって支給 され、1年 ない し半年契
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約の臨時工 ・期間工であること。③企業にとって、短期契約の非正規あるいは派遣労働者などの外部労

働力であれば、日本人工員並みの給与を支給 しても、各種保険の加入率 も低いためきわめて有利である

こと。④ 「間接雇用」ならば、斡旋業者への出来高払いのため、 日系人労働者本人に対する保険や手当

等も支給が不要なことか ら、福利厚生費 ・労務費は大幅に節約されること。⑤雇われる日系人にとって

も、「直接雇用」に比べ、時間当た りの賃金単価が高いことか ら、不安定であっても長時間労働、夜勤・

残業 をこなすことによって手取 り分の高い賃金を望む傾向があること。⑥労働現場では、 日本語能力が

障害 にならないような労働配置による労務管理下に囲い込まれていること、等である。

したがって、そこでは日本人労働者 と日系人労働者の間で、職種別労働市場の分断化 と同時に構造化 ・

固定化の進展が認められ ことを論述 した。

第2点 の、当該地域の産業構造や企業の事業所配置等の空間形成 と、それにともなう外国人労働力需

給の地域的偏在が、彼 らの存在形態にどのような違いを与えるか という問題である。 これについては、

「外国人労働者の地域類型モデル」として、「東海圏」と対照的な 「東京圏」に就労する外国人労働者 に

関する実態調査か ら得 られた知見を比較分析 し、シェーマ化 した。

外国人労働者の存在形態は、両者できわめて異なることが明確 となる。「東海圏」に比 して、「東京圏」

の外国人労働者は、専門 ・技術 ・管理職が多 く、生産工程や建設土木、運搬労務などの 「単純労働」分

野に就労する労働者がきわめて少ない。また 「東海圏」では、ブラジルやペルーなどのラテンアメリカ

出身者が圧倒的多数であるのに対して、 「東京圏」では韓国・朝鮮や中国、アジア出身者のサービス業従

業者が過半数を占める。なお、「東京圏」への専門 ・技術 ・管理職等の外国人労働者の過度の集中は、東

京の企業活動や中枢管理機能の集積 とリンクしており、欧米系の"外 国人社員"と しての比率が著しく

高いことが要因である。

すなわち、〈中心部〉先進資本主義国 ・東京 と、〈周辺部〉途上国 ・アジアおよびラテンアメリカ諸国

とがグローバルな経済構造 となって重層的かっ階層的に繋がる、と同時に 「東京圏」の業務空間地域 と

「東海圏」などの主要地方工業都市 との地域構造の違い、それがまた、外国人労働者の存在形態の違い

の二重の展開 となって現れている.と捉えることが可能だろう。

第5章 では、日系人労働者の分断的労働市場 と就業構造の問題を、工業都市浜松を事例 に解明を試み

た。前章では、「東海圏」という巨大な地方労働市場 に就労する日系人労働者の一般的特質 と類型を検出

したが、その意味で、工業都市浜松における日系人労働者は1つ の典型を示す。1990年 時点で1,400人 余

であった浜松市の日系ブラジル人は、調査時点の1998年3月 には、人口約58万 人の浜松市民のなかで1

万人を占めるに至っている。

結論か らいえば、工業都市浜松の労働市場分析において1990年 代の長期低迷 と国際競争の激化のな

か、徹底 した低 コス トでの生産体制 と人件費の究極的削減が求められる中小 ・零細下請企業にとって、

浮動的で不安定な派遣労働力 としての日系人労働者の存在は、言葉の正 しい意味で 「雇用調整のための

フレキシブルな緩衝要員」であった。 とはいえ、使用者側は、彼 らをして 「雇用調整のためのフレキシ

ブルな緩衝要員」にとどめおけず、不可欠な必要労働力 として労働市場に 「構造化」せざるを得な くなっ

ている厳 しい現状も傍証された。

その最大の理由は、90年 代末 日本経済の失速 によって雇用環境が一段 と悪化 しているにもかかわら

ず、浜松地域においては日系ブラジル人を中心 とした外国人登録者数が一向に低減せず、いっそう増加

傾向を示している点にある。雇用調整や人員整理 といった企業合理化のただなかで、余剰労働力を削減

し正規労働者の非正規化を押し進め、業務の外部化を担っているのは、成長著 しい斡旋業者や業務請負

会社である。法的な価値判断は別にして、事実上 こうした中間業者の存在を抜きにして語ることができ
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ないまでに、製造業関連の下請産業部門では、 日系人労働者を組み込んだ就業構造の体系化 と組織化が

確実に進行 していることである。 ここに、 日系人労働者の 「間接雇用」 という雇用形態の特殊性 と、地

方労働市場における縁辺的 ・周辺的労働力としての、彼 らの 「階層性」を認めることができる。

第6章 では、景気低迷が長引 くのなか、圧倒的多数の日系人労働者が就労する地方労働市場の雇用 ・

労働の実状を、製造業の経営分析 と労務管理を通 して明 らかにした。日系人労働者の労働状態を検証す

るフィール ドを長野県上田市周辺地域に設定 したのは、厚生労働省の 「外国人雇用状況報告」をあげる

までもな く、当該地域が日系人労働者が集住する地域 として全国で トップクラスに位置 していることに

よる(第2章 参照)。

本章の分析意図は、景気低迷下なぜ 日系人労働者の不安定雇用が促進されるのか、その構造 と要因を

明らかにすることであった。そのため、長野県上田市 ・小県地方の準大手ならびに中小規模の自動車 ・

電気機械 ・金型製造関連企業に対する聴 き取 り調査を実施 した。

まず、企業経営の現状であるが、2000年 になって景気回復の兆 しがみえてきているとはいうものの、

各企業 とも依然厳 しい経営状態におかれている。 とくにこの地域の小規模企業では受注量の減少、コス

トダウンの要請、業者聞の競争の激化、生産設備の不足 ・老朽化、取引条件の悪化、後継者難等様々な

問題を抱えてお り、取 り巻 く経営環境の厳 しさは依然 として変わ らず、対応策に苦慮 しなが ら経営を続

けているといったところが実態であった。近年の長引 く不況の影響によって、受注量が短期間のうちに

きわめて激 しくしか も不安定に変動し、それに応 じて必要 となる単純労働力に極端な増減が生じている

ことから、これに対 して機敏に対応できる日系人労働力を業務請負業者からの 「間接雇用」によって賄

お うとするニーズが企業間で強まったことも、 けだし当然の結果 といえる。ここ、数年来上田市 ・小県

地方の地方労働市場において、日系ブラジル人の来住増加の実状は、結局、日系人労働者特有の 「間接

雇用」 という就業構造のシステムが、製造業の分野において確実に浸透 と同時に進展をみせたことの証

左である。日系人労働者の派遣労働力を増加 させているのは、日本経済それ自身の不況による長期低迷

が導いた といっても過言ではない。

第7章 では、不況下における日系人労働者の雇用 ・労働 と生活の不安定を解明するために、地方工業

都市上田市および小県地方に集住する日系ブラジル人労働者168人 を直接調査対象者 とする、36項 目に

及ぶアンケー トならびにヒアリング調査 を実施 し、彼 らの労働状態を明らかにした。前章では、景気低

迷が続 く日本経済の下で、外国人労働力を積極的に登用 している企業の経営および労務管理の側面か

ら、 日系ブラジル人不安定雇用の促進要因 と増加傾向を検証 した。そこでの主眼は、あくまで不況下に

おける企業経営 ・労務管理 という視点から日系人労働力をいかに活用 しているかが分析の中心であった

ことか ら、日系人労働者それ自身が主題 として扱われていなかった。それゆえ、冒頭に述べたように日

系 ブラジル人の労働 と雇用、生活の不安定の実相をリアルに解明するためには、労働者本人の雇用 と就

労の実態が、 どのように不安定なのかを明 らかにすることが必要された。

本調査か ら、日系労働者に対 して 「数ヵ月」というきわめて期問を限定した起用 と停止を可能 とする

企業の労働供給システム、いわゆる 「間接雇用」による外注化(ア ウ トソーシング)の 進展 は、これを

採用 している企業にとって、企業経営のみならず労務管理において、おおいなる強みを発揮しているこ

とが明らか となった。つまり、不況長期化による取引先の不安定な受注量の変動に対応 して、それに応

じて必要労働力を企業外にプールできることから(す なわち、 日系人労働力の"外 部化")、 柔軟かつ機

敏な労働力の調達 と増減調整ができるところに最大のメリットがある。 しかし、企業(製 造業)一 業務

請負業者一日系ブラジル人労働者三層問の 「間接雇用」による外注化 という需給構造は、他方で日系人

労働者 自身の、まさに雇用 ・労働 と生活の不安定の一層の深化を結果させる、まさに表裏の関係 にある
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ということが本章の分析によって確認 された。その意味で、かつてサッセンが指摘 した 「浮動的で不安

定な就労形態の増大」 という言説の内実を、実態的に検証することができたといえる。

第8章 では、製造業の労働現場で展開する、 日系人労働者 と日本人労働者問の就業構造や職務体系の

「代替/補 完」関係、そして地方労働市場への包摂の様態(構 造化/分 断化)を 解明 した。具体的には、

工場内での日系人労働者が担う職務構造や労働過程の日本人労働者 との異同と、彼 らの職階 ・序列を考

察 した。以上の課題を検討するため、長野県上田市に所在する製造企業(M工 業:自 動車 ・オー トバイ

などの輸送用機械器具や部品を生産 ・製造する2次 下請企業)で 働 く76人の日系人労働者の事例分析を

おこなった。M工 業は典型的な3K職 種である。日系人労働者 を 「聞接雇用」する以前の1980年 代は、

50～60人 前後の日本人労働者を構内下請労働者(社 外工)と して採用。 この他、臨時工 として北海道や

東北 ・青森か らの 「出稼ぎ労働者」を雇用 していた。バブル崩壊後、恒常的に日本人現業労働者を集め

ることが困難 となり、1992年 頃から70人前後の日系人労働者の 「直接雇用」をはじめた。調査時(2001

年8月)に おける日系人労働者の主な職務内容 ・労働力編成は、 日本人に敬遠される鋳造工(49人)・ 鍛

造工(7人)・ 仕上げ工(鋳 造 ラインを含む16人)・ 検査工(6人)等 の、高熱 ・重筋労働下での底辺作

業であった。正規の本工労働者の場合、オペレーターや監視労働などの管理的業務が主体であるのに対

し、 日系人の場合は高熱下での労務的な重筋労働 となっている。 とくに、機械化不可能部門の手作業や

3K労 働が中心であった。ここに、日本人労働者 と日系人労働者 を分かつ 「エスニック ・ライン」が配

列されていることを認めることは容易である。この分断線は、雇用形態、労働時間 ・休 日などの勤務内

容、給与体系にも具体的かつ明瞭にみることができる。

論点 として指摘すれば、1)日 本企業の重層的下請構造の底辺部分に追加労働力 として補填 されてき

た不安定就労層や不安定雇用層の階層化 と序列化の 「構造」が、そのまま日系人労働者 に踏襲 ・適用さ

れていること。2)し たがって、こうした"3K労 働"を 担ってきたのは、出稼ぎ労働者や 日雇い労働

者 らの日本人不安定就労層であったということ。3)い まや、 こうした下層労働者が決定的に不足する

事態 となっていること。4)日 系人労働者は、必然的に日本人出稼ぎやパー トタイム労働者などの、非

正規雇用労働者の 「代替」的機能の役割を求められていること。5)日 系人労働者は、基本的に従来の

不安定就労層や不安定雇用層 と同様な労働条件、雇用条件におかれていることが明確 となった。

終章では、1985年 旧西 ドイツで発刊され、 ドイッ出版史上前代未聞のペス トセ ラー となったルポル

タージュ 『最底辺(Ganzunten)』(ギ ュンター ・ヴァルラフ著、邦訳1987年)を 、 日系人労働者 との

比較研究の意味で取 りあげ論究 した。西 ドイッケルン生まれの社会派ルポ作家が、西 ドイツ在住の トル

コ人に扮 して祖国の闇労働市場に潜入 し、2年 半にわたる体験を綴った ドキュメントである。 ヨーロッ

パの経済繁栄を 「最底辺」で支える 〈周辺部〉諸国からの移民労働者。ヨーロッパ社会の最下層で、不

法就労であるがゆえに悪質な労働派遣会社のもとでの劣悪な重筋労働、労賃の中間搾取や詐取、社会的

差別、人権の無視 ・侵害にも耐え使い捨てられてい く彼 ら。 このルポルタージュはすでに20年前の出来

事だが、2003年 現在 ドイッには730万 人を超える移民 ・外国人労働者が居住する。

ドイツにおける移民労働者 としての トルコ人問題 という 「エスニシティ」にかかわる現実は、歴史的

な見通 しのうえに立った 「資本主義世界経済における国際労働力移動」、あるいは世界経済のボーダレス

化による 「労働市場の国際化」の拡大 ・深化 と捉えたとき、 日系人労働者がおかれている今 日的状況 と

を重ね合わせ ると、外国人労働者の孕む問題は本質的な部分でなん ら変わるところがない。

すなわち、国内での単純労働がいくら合法化 されたにして も、現実問題、労働現場で外部労働力 とし

て求められている日系人労働者 というのは、 日本人 とは似て非なる`魏 々々吻勿"と いうエスニシティを

もつ、特殊な 「労働力商品」として捉えられている点にあるからだ。時代 と国境を越え、「国際労働力移
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動」にともなう労働の差別的な処遇 とエスニシティとの密接不可分な関係は、容易に払拭 しえない歴史

貫通的で普遍的な事象 といえる。

4.本 研 究の総括

以上、本研究 の課題 は地方労働 市場分析 とエスニ シテ ィ研究 を通 して、 日系人労働者 の存在形態 を明

らか にする ことで あった。 日本 の外国人労働研 究が 「労働 現場 なき外国人研究か」 さもな くば、 「エ ス

ニ ックな差 異を欠いた周辺労働研 究」の両極 に分岐 し、「不幸 な股裂 き状態」にある との批判 に駆 り立て

られ、 その隙間を埋 め戻 そ うと企 てた ことが、本研究の起点 となってい る。 したが って、本研究 の目的

は、 この分 岐 した 「不幸 な股 裂 き状 態」 にあ る日系人労働者研究 を超克す るための理論研究 と実証分析

を、同一 の地平 に立 って捉 え返す ことにあった。 さて、本研究 の主要 な論点の うちの2点 は、 すで に本

稿の 「1.本 研究の課題 と問題意識 」の ところで指摘 したので、 ここでは、第3点 として大 きな争点 と

なった 「日系人」労働 力の 「二重労働市場」(duallabormarket)分 析 と 「分断化 」 と 「構造 化」の実

態的解明か ら得 られ た知見 を指摘 してお きたい。

「地方」労働 市場 の実証分析か ら検証で きた論点の一 つは、日系人労働者が組み込 まれた未熟練労働や

3K職 種 は、かつ て 日本人労働者 によって担 われた不安定就 労部 門で あった とい うことで ある。 しか

も、臨時工 や社外工 として雇われた出稼 ぎ労働者やパー ト労働者 な どの、非正規 に雇用 された周辺 的 ・

縁辺 的な外部労働力が枯渇す ることに よる、「代替」的補填 であった ことが解明 された。本研究 の実態調

査で得 られ た知見 に したが えば、「恒常的 に外国人が流入 して はじめて、あ らたなセ クター としての二重

労働 市場が生 まれ た とみ るべ き」との推 論や、「外国人労働力 を受 け入れ ることに よって、労働市場が二

重構造化 され る、 あるい は分断化 され る」 とい う見解 を主張 して きた論者、つ ま り外国人労働者(本 研

究 で い え ぼ 日系 人 労働 者)の 流 入 が 引 き金 とな って 二 重 労 働 市 場 が形 成 さ れ る とみ る見 解 や

segmentaionが 生み出 され るといった見方 を強調 して きた識者 の主張 は、おおむね否定 された と指摘 し

て も誤 りではないだろ う。 したがって、「二重労働市場論 にお いて は、事態の推移 を、二重労働 市場 は移

民流 入 に先 だって存在 してお り、移 民労働者 は国 内労働 者が撤退 して空席 となった、あ るいは国内労働

者 に よっては埋 め られない副次 的労働市場(の 仕事 口)に 入 り込 む、 と捉 える」(式 部)こ との現実的根

拠 と妥当性 を、労働現場か ら実証 的に提示 する ことがで きた といえ るだろ う。

論 点の二つ めは、すで に指摘 した ように、 こうした労働 市場 に投入 された 日系人労働者 の役割 の遂行

とい う観点で捉 えれ ば、 日本の製造業特有 の 「重層 的下請構造」 の再生産 を最底辺(Ganzunten)で

支 えることであ り、 それ はこれ まで 日本人 の不安定雇用 層が担 って きた役割 を代 替す るこ とに こそ、彼

ら日系人労働者 の存在意義があった とい うことになる。 まさに、 この一点 に 日系人労働者 に与 え られた

公式な法 的処遇 とい う建前(虚 構性)と は乖離 した ところで、彼 らに対 する経済合理性 の論理、 その原

理的基礎 をみ ることがで きた といえ よう。別言すれ ば、日本人労働者 とは異質 な 「エスニシティ」を担 っ

てい ることが巧み に利用 された結果、生 じた"労 働者 階級 の状態"で ある といって も過言 ではあるまい。

以上 、 日本社会 においてマージナルで、特異 な位置 を占め る日系人労働者の社会 的存在 として の位置の

検証 、なかんず く日系 ブラジル人(``、M'んんθ勿●勿¢")を 中心 として 「労働市場 」 と 「エスニ シティ」 に関す

る理論研究 と現状分析 を縫合 ・調琢 させ るとい う、本研 究の当初 の 目的は一定の実証結果 を得 た もの と

考え る。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文は、労働市場分析 とエスニシティ研究を統合させた理論地平で、地方工業都市に就労する日系

人労働者の存在形態 と社会における立ち位置を明 らかにしたものである。全体は序章 とそれに続 く第1

章か ら第3章 に至る第1部 理論篇、第4章 および第5章 の第II部 実証篇、そして第6章 か ら終章に至る

第皿部実証篇からなる。

まず序章では、本論文に関連する従来の学的潮流 と研究動向が概観 された後に、本論文が日系人の形

成するエスニック ・ネットワークやエスニ ック ・コミュニティの実態、彼 らのアイデンティティやエス

ニシティ、あるいは異民族 との共生のあり方に焦点を据える分析の重要性を踏 まえつつ、地域の産業構

造や企業立地 ・事業所配置等の地域形成や空間編成 といった構造的要因の分析に踏み込むものであるこ

とが指摘 される。ここで本論文が地域社会学において豊かな系譜を培ってきた 「構造分析」の立場 にた

つことが確認されるとともに、本論文の問題意識 と分析枠組みが提示 される。まさに本論文の基幹をな

す部分である。

さて以上のような分析視座の設定の下に、理論篇である第1部 では、既存の労働市場分析 とエスニシ

ティ研究 にっいて精細な批判的検討が加 えられ、それらの到達点の開示 とともに課題の析出がこころみ

られる。まず第1章 では、梶田孝道、広田康生、奥田道大、サッセン等の関連する議論を緻密に精査し、

とりわけ 「労働現場なき外国人研究」の系譜を批判的に読み込んだ上で、 日系人労働者の問題構制を統

一的かつ十全に捉える分析枠組みとして
、日系人労働者を活動空間 としての 「地域」や 「コミュニティ」

との関連相においてではな く、 「地方」(ロ ーカル)そ のものの裡に、グローバルな事象を捉え返す空間

的含意 として、 日系人労働者が就労する主要な地方工業都市の労働市場に分析基軸を据 える本論文の立

場が提示される。

こうした本論文の立場は、第2章 でいわゆる 「二重労働市場」説および 「階層化する外国人労働市場」

説の理論的可否を問い込むなかで、特に既存の重層的な下請構造に包摂され、周辺的 ・縁辺的な労働力

としての役割を担うとする森田桐郎説を再審/再 組成することを通 して彫琢される。さらに第3章 でい

わゆる 「日本社会特殊論」、「日本=異 質社会」論、「定住化」必然性論を問い直 し、それらにたいして外

国人労働者の 「エスニック ・マイノリティ」への新たな参入→彼 らの一層の縁辺化 ・周辺化/階 層化 と

分断化 という現実/経 験的平面を対置させることを通 して推敲される。 こうして理論篇 は、既存の労働

市場分析 とエスニシティ研究の理論的整序 とそれらに伏在するサブカテゴリーの吟味を介 して、本論文

を通底する 「構造分析」の立場を確認 し示すことになる。

ところで以.ヒの理論篇の展開を受けて、第II部第4～5章 では 「東海圏」/浜 松市における日系人労

働者 とりわけ日系ブラジル人の 「構造化」の実相が、また第III部第6～8章 では同じく日系ブラジル人

の不安定雇用 と 「代替/雇 用」関係のあり様が長野県上田市・小県地方の事例に即 して明らかにされる。

いずれも筆者の十数年におよぶ、アンケー ト、ヒヤリング調査、資料踏査等を駆使 したフィール ドワー

クの成果が活かされている。

まず第4章 では、国内最大の製造業における中核産業を形成 してきた 「東海圏」地方労働市場におい

てみ られる大量の日系人労働者の 「間接雇用」が、彼 らを周辺ないし縁辺労働力 として必要 とする、根

強い労働需要にもとつ くものであることが、官公統計資料の周到な分析によって示される。そして 「東

海圏」の産業構造、企業の事業所配置等の空間形成 とそれにともなう外国人労働力需給の地域的偏在の

あり様を、「東海圏」地方労働市場 と日系労働者の関係 として とらえ返 して模式化 した 「外国人労働者の
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地域類型」モデルが提示され る。

他方、浜松市における日系ブラジル人を対象に据える第5章 では、日系ブラジル人があ くまで非正規

の契約社員や従業員としての期間工や臨時工 として雇い入れ られる労働市場のあり様に即 して、今 日、

製造業関連の下請産業部門において日系人労働者を組み込んだ就業構造の体系化 と組織化が確実に進展

していることが達意に論 じられる。 ここでは派遣労働にみる日系人労働者の 「階層性」 と特殊性が 「雇

用調整のためのフレキシブルな緩衝要因」 としての日系人労働者 という位置づけの下に確認される。

次に第6章 では、長野県上田 ・小県地方の製造業を検証の場 として、具体的には日系人労働者 を雇用

する企業分析にもとついて、不況期に外国人労働者の大量失業が創出されるという、一般的かっ一面的

理解に与 しない事例のもつ意味が検証される。そこでは、丹念な聞き取 り調査による知見をペースに据

えて、(そうした事例が)長 引く不況に機敏かつ機動的に対応できる日系人労働力を業務請負業者からの

「間接雇用」によって賄おうとするニーズが企業間で強まっていることのあらわれであるとみている
。

続 く第7章 では、前章 と同 じ上田 ・小県地方を検証の場 としながら、前章であきらかになった 「間接

雇用」にともなう日系人労働力の不安定な雇用 と生活の実相が当の 「担い手」である日系ブラジル人の

側、っまり 「内側」か ら浮き彫 りにされる。それは日系ブラジル人を 「間接雇用」 している企業5社 の

労働者本人にたいする36項 目におよぶアンケー トと、業務請負業者2社 の日系ブラジル人"社 員"に た

いするヒヤリング調査にもとつ くものであ り、サッセンの指摘する 「浮動的で不安定な就労形態の増大」

の影響がまさに生活の全域 にまでおよんでいることが示される。

さらに第8章 では、製造業の労働現場に降 り立って、地方労働市場における日系人労働者の位置/日

系人労働者 と日本人労働者間の就業構造および職務体系の 「代替/補 完」関係が析出される。具体的に

は長野県上田市に立地するM工 業を対象事例にして、日系人労働力が就労状態の不安定性を常に内包さ

せながら、企業内部への包摂 と 「構造化」を強いられ、 日本人正規労働者 にたいしては 「補完」的機能

を担い、同時に非正規の日本人不安定雇用層 とは 「代替」的役割の遂行を求められていることが描述 さ

れる。

そして終章では、前章までの論述 と分析の結果を踏まえて総括がこころみられ る。それは日系人労働

者をして日本社会における外国人と日本人のマージナルな"社 会的存在"と して把握 し直すことの妥当

性、日系人労働者の地方労働市場への 「構造化」 と 「分断化」 という分析基軸の重要性、製造業の 「重

層的下請構造」に包摂される日系人労働者 と日本人労働者 との問の階層 と序列の 《構造》的な関係の解

明の正当性を指摘することで結んでいる。そして序章で提示された 「構造分析」の立場が理論的、経験

的に正鵠を得ていることが確認 されるのである。

本論文は、先行研究の卓抜した理論的整序 と対象に関する膨大な文献や資料の博捜の上に、実証課題

と分析視座を定立 し、立論を展開している。そして従来の内外の外国人労働者研究が陥っていた 「労働

現場なき外国人研究」と 「エスニックな差異を欠いた周辺労働研究」への分極化にともなう理論的弊を、

地域社会学における 「構造分析」の創造的発展の道筋において、主に日系ブラジル人に座を据えて 「労

働市場」 と 「エスニシティ」の相を縫合させ接合させるという理論地平/経 験的領野から乗 り越えよう

とした野心的な作品である。そしてそうした試みによって、本論文が外国人労働者研究の新 しい局面を

開くに留まらず、労働社会学および地域社会学の発展に深 く寄与するものであることは疑いを容れない。

したがって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与されるに十分な資格を有するものと認め

られる。
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